
女性版骨太の方針（女性活躍・男女共同参画の重点方針2022）説明資料では、
明確に次のように指摘している。「我が国の男女共同参画の現状は、諸外国に比
べて立ち遅れている」。それらは「昭和の時代に形作られた各種制度や、男女間
の賃金格差を含む労働慣行、固定的な性別役割分担意識など構造的な問題」に起
因し「人生100年時代を迎え、女性の人生と家族の姿は多様化しており、もはや
昭和の時代の想定が通用しない」。そして、重点的に取り組む事項として「女性
の経済的自立」を挙げ、男女間賃金格差への対応―①男女間賃金格差に係る情報
の開示、②非正規雇用労働者の賃金の引上げ、③女性デジタル人材の育成、④看
護、介護、保育などの分野の現場で働く方々の収入の引上げ、⑤リカレント教育
の推進―の必要性を謳っている。

ちなみに「女性の経済的自立」という場合、現役時代の賃金・所得の水準と男
女間格差の解消・平等が重要であることは言をまたないが、引退後の生活を支え
る年金・その他の資産運用における男女間格差解消も極めて重要である。「女性
の経済的自立」とは、女性の全生涯にわたる経済的な自己決定権の保持を意味す
るものでなくてはならない。女性の人生の終盤においてこそ、経済的権限の剥奪
を受けるようなことはあってはならない。

2024年春の現在、インフレの進行が継続しており、大手企業を中心に春闘・賃
上げが行われたはずだが、実質所得は目減りし生活実感を伴っていない。一方で
金融市場は活況を呈し、株価はバブル期以降の最高値を付け、家計―世帯に対し
貯蓄から投資への呼び声が、日に日に強まっている。年金などの社会保障に対す
る将来不安があり、金融資産所得増加への期待が高まるのも現実である。そうで
あれば、家計の金融化の進行という経済環境変化に対応しうる経済知識の充実
と、金融リテラシーの獲得は、女性の生涯にわたる経済的自立の基盤となるであ
ろう。
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